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総 行 選 第 ４ ７ 号

平成２５年６月３日

各都道府県選挙管理委員会委員長 殿

総務省自治行政局選挙部長

（公印省略）

成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等の一部

を改正する法律等の施行に伴う取扱いについて

成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等の一部を改正する法

律（平成２５年法律第２１号。以下「改正法」という。）、公職選挙法施行

令及び日本国憲法の改正手続に関する法律施行令の一部を改正する政令（平

成２５年政令第１５９号）及び日本国憲法の改正手続に関する法律施行規則

の一部を改正する省令（平成２５年総務省令第６３号）が平成２５年５月３

１日に公布され、それぞれ改正法の公布の日から起算して１月を経過した日

（平成２５年６月３０日）から施行されることとなりました。

貴職におかれては、「成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法

等の一部を改正する法律等の施行について（平成２５年５月３１日付け総行

選第４６号総務大臣通知）」によるほか、下記事項に御留意の上、貴都道府

県内の市区町村の選挙管理委員会に対しても、この旨を通知する等、周知徹

底を図るとともに、その運用に遺憾のないよう、格別の御配慮をお願いしま

す。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４

第１項の規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。

記

第１ 成年被後見人に係る選挙権及び被選挙権の欠格条項の削除について

改正法等の施行日の翌日（平成２５年７月１日）以後に公示又は告示さ

れる選挙について、成年被後見人は、選挙権及び被選挙権を有することと

なるものであること。

市区町村の選挙管理委員会は、施行日（平成２５年６月３０日）以後に

おいて、選挙人名簿又は在外選挙人名簿に表示がされた成年被後見人につ
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いて、直ちに表示の消除を確実に行うとともに、選挙人名簿に登録されて

いない成年被後見人について、選挙人名簿の登録資格を有する場合には、

選挙人名簿への登録を確実に行うこと。

また、都道府県の選挙管理委員会及び市区町村の選挙管理委員会におい

ては、成年被後見人が選挙権及び被選挙権を有することとなることについ

て、幅広く周知啓発に取り組むこと。

なお、「成年後見制度の創設に係る公職選挙法における取扱いについて

(平成１２年２月２３日付け自治選第１７号選挙部長通知)」を廃止すると

ともに、「公選法第１１条第３項の規定に基づく選挙権及び被選挙権に関

する本籍地市区町村の通知について（昭和３８年３月４日付け自治丙選発

第７号選挙局長通知）」を別添新旧対照表のとおり改正すること。

第２ 代理投票における補助者の要件の適正化等について

１ 代理投票における補助者の要件の改正

改正法等の施行により、代理投票において選挙人の投票を補助すべき

者は、

・ 当日投票及び期日前投票においては、「投票所の事務に従事する者

のうちから」二人を定める

・ 不在者投票においては、「不在者投票管理者が管理する投票の記載

をする場所において投票に係る事務に従事する者のうちから」二人を

定める

・ 在外公館等における在外投票においては、「在外投票に係る事務に

従事する在外公館の職員のうちから」二人を定める

こととされ、投票に係る事務に従事する者に限定されたものであるとこ

ろ。

２ 代理投票における留意事項

代理投票は、本人投票の原則及び秘密投票の原則の例外としての性格

を有するものであり、その手続は法令に基づき適正に実施しなければな

らず、運用には遺漏のないようにすること。

特に、投票はあくまでも選挙人本人の自由意思に基づくものでなけれ

ばならないものであり、引き続き、以下の点に留意すべきものであるこ

と。

・ 投票を補助すべき者が事務を遂行するに当たっては、いやしくも選

挙人や投票立会人等から疑惑をもたれないように十分注意しなければ

ならないこと

・ 投票を補助すべき者が選挙人に候補者の氏名等を確認するときは、

特に慎重を要するものであり、選挙人本人の意思を確実に確認すべき

ものであること

・ 投票を補助すべき者が選挙人本人の意思を確認できないときは、投

票できないものであること
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・ 一人の投票を補助すべき者のみで代理投票を行うことなどは、絶対

にあってはならないものであること

・ 過去の代理投票の実績等を踏まえて、投票を補助すべき者となるべ

き投票に係る事務に従事する者を確保することとし、当日投票及び期

日前投票における投票管理者及び投票立会人並びに不在者投票におけ

る不在者投票管理者及び立会人を、投票を補助すべき者に選任するこ

となどは、絶対にあってはならないものであること

また、選挙人の家族や付添人等は、やむを得ない事情がある者として

投票管理者が認めた場合には、投票所に入ることができるものである

が、代理投票において選挙人の投票を補助すべき者となることはできな

いため、投票の記載をする場所において選挙人本人の意思確認等を行う

投票手続には関与することはできないものであること。

以上のことに留意しつつ、投票を補助すべき者は、投票の記載をする

場所における投票手続に入る前に、必要に応じて、選挙人の家族や付添

人等との間で、候補者の氏名の確認に必要な選挙人本人の意思の確認方

法について事前打合せを行うこと等、適切に対応すべきものであるこ

と。

また、代理投票が認められる選挙人の態様は様々であることから、投

票の記載をする場所における投票手続に入った後には、選挙人本人の意

思確認に当たっては、個々の選挙人の状況に応じてきめ細かく適切に対

応することが重要であり、その意思確認に十分努力すべきものであるこ

と。

第３ 不在者投票における公正確保等について

１ 不在者投票管理者に対する努力義務について

改正法等の施行により、不在者投票管理者は不在者投票の公正な実施

の確保に努めなければならない旨の努力義務規定が設けられたところで

あり、不在者投票管理者に対して、不在者投票の公正な実施の確保につ

いて、周知徹底を図ること。

特に、指定病院等（公職選挙法施行令第５５条第２項及び第４項第２

号に規定する施設をいう。以下同じ。）の不在者投票については、都道

府県の選挙管理委員会及び市区町村の選挙管理委員会が緊密な連携をと

り、指定病院等の不在者投票管理者に対して、市区町村の選挙管理委員

会が選定した立会人（以下「外部立会人」という。）を立ち会わせる取

組を積極的に進めるよう、文書や説明会等を通じて、助言・指導を徹底

すること。

２ 指定病院等の不在者投票における外部立会人について

⑴ 外部立会人の選定を受けることが可能な者の名簿の作成等

市区町村の選挙管理委員会においては、明るい選挙推進協議会と協

力するなどして、外部立会人の選定を受けることが可能な者の名簿を
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作成することが望ましいこと。

名簿に掲載される者に対しては、名簿の作成目的及び使用方法につ

いて事前に十分な説明を行い、名簿への掲載及び使用の同意を得るこ

と。

名簿の取扱いについては、個人情報保護の観点から、慎重に対応す

ること。

名簿に掲載された者に対しては、都道府県の選挙管理委員会と市区

町村の選挙管理委員会が十分に連携を図りながら、不在者投票の事務

に関する研修会を開催する等、選挙の公正かつ適正な実施のために必

要な指導を行うこと。

⑵ 外部立会人の選定等

指定病院等の不在者投票における外部立会人の選定は、当該指定病

院等が所在する市区町村の選挙管理委員会が行うこととし、当該市区

町村の選挙管理委員会が作成した名簿の中から行うことを原則とし

て、当該市区町村の選挙管理委員会は、当該指定病院等の不在者投票

管理者と必要な連絡・調整を行うこと。

ただし、名簿に掲載されていない者であっても、市区町村の選挙管

理委員会が公正・中立の観点等から外部立会人としてふさわしいと認

める者については、外部立会人として選定することも可能であるこ

と。

また、指定病院等の不在者投票管理者から、市区町村等の選挙管理

委員会の職員を外部立会人としたい旨の申出があった場合には、選挙

の管理執行に支障のない範囲で必要な便宜を図ることが望ましいもの

であること。

なお、指定病院等の所在する市区町村の選挙管理委員会の作成した

名簿だけでは必要な外部立会人を確保することができない場合におい

ても、他の市区町村等の選挙管理委員会の協力を得て、当該指定病院

等の所在する市区町村の選挙管理委員会が外部立会人を選定するこ

と。

いずれの場合においても、当該指定病院等や特定の候補者・政党等

との特別な利害関係がなく、立会人としてふさわしい者を選定するよ

うに、十分留意すること。

具体的な外部立会人の選定及び選任手続としては、

(ｱ）市区町村の選挙管理委員会と指定病院等の不在者投票管理者が連

絡・調整を行った上で、不在者投票管理者が外部立会人を選任する

方法

(ｲ) 外部立会人の職務を積極的に公務と位置づけるという観点から、

現行の当日投票又は期日前投票の投票立会人等への報酬支給条例等

と同様に、所要の条例等を整備した上で、市区町村の選挙管理委員

会が名簿の中から指定病院等ごとに個別に外部立会人を任命し、特
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別職の地方公務員と位置づけた上で、指定病院等の不在者投票管理

者が当該外部立会人を立ち会わせる方法

の２通りが主に考えられるところであり、各市区町村の選挙管理委員

会において、実情を踏まえて適切に処理すべきものであること。

なお、指定病院等における不在者投票の公正な実施の確保のために

は、一義的には、指定病院等の不在者投票管理者が、市区町村の選挙

管理委員会が選定した外部立会人を立ち会わせることが想定されてい

るが、外部立会人を立ち会わせることができない場合には、改正後の

公職選挙法第４９条第９項における「その他の方法」として、不在者

投票が行われている時間中に、市区町村の選挙管理委員会の職員の派

遣を求め、指定病院等において不在者投票が公正かつ適正に行われて

いることの確認を受けること等も考えられるところであり、選挙の管

理執行に支障のない範囲で適切に対応されたいこと。

⑶ 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の運用等について

改正法等の施行により、国会議員の選挙等において、不在者投票管

理者が、市区町村の選挙管理委員会が選定した外部立会人（市区町村

等の職員を選定した場合を除く。なお、市区町村等の職員を選定した

場合の旅費等については、事務費で措置されるものであること。）を

投票に立ち会わせるために要する経費について、国が負担する不在者

投票特別経費に算入することとされたこと。

国が負担する経費は、実際に支給した報酬及び費用弁償（謝金及び

旅費）の額に限られるが、その額は、１日につき国会議員の選挙等の

執行経費の基準に関する法律第１３条の２第２項に規定する額（８．

５時間分）が基準（上限）とされており、１日のうちの一部の時間に

ついて従事した場合には、実際に従事した時間に応じ、勤務の実績に

相応した額とすること。

具体的な手続については、上記⑵の(ｱ)又は(ｲ)に応じて、それぞれ

次の方法によることとし、遺漏のないよう適切に対応されたいこと。

(ｱ) 市区町村の選挙管理委員会と指定病院等の不在者投票管理者が連

絡・調整を行った上で、不在者投票管理者が外部立会人を選任する

場合

指定病院等の不在者投票管理者が、外部立会人に対して、謝金及

び旅費を支給した上で、以下のような手続によること。

全国一斉に行われる衆議院議員総選挙、参議院議員通常選挙、最

高裁判所裁判官国民審査等においては、国会議員の選挙等の執行経

費の基準に関する法律第１３条の２第１項に規定する不在者投票の

事務に要する経費の支払方法と同様、指定病院等の不在者投票管理

者が、当該指定病院等の所在する都道府県選挙管理委員会に一括し

て請求すること。
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一部の区域で行われる衆議院議員又は参議院議員の補欠選挙や地

方選挙において、複数の選挙が公示・告示から選挙期日までの期間

が重複して行われる場合においては、指定病院等の不在者投票管理

者が、実際に不在者投票を行った選挙人の名簿所在地ごとの人数に

応じて、経費を按分し、当該按分した額を当該選挙に関する事務を

管理する選挙管理委員会に請求すること。

(ｲ) 市区町村の選挙管理委員会が名簿の中から指定病院等ごとに個別

に外部立会人を任命し、指定病院等の不在者投票管理者が当該外部

立会人を立ち会わせる場合

指定病院等の所在する市区町村の選挙管理委員会が、外部立会人

に対して、当該市区町村の定める条例等に基づき、報酬及び費用弁

償の額を支給した上で、以下のような手続によること。

全国一斉に行われる衆議院議員総選挙、参議院議員通常選挙及び

最高裁判所裁判官国民審査等においては、①指定病院等の不在者投

票管理者が、当該指定病院等の所在する市区町村の選挙管理委員会

に対して実績報告書を提出し、②当該市区町村の選挙管理委員会

が、当該実績報告書に基づき請求書を作成の上、都道府県の選挙管

理委員会に提出し、③都道府県の選挙管理委員会が、市区町村の選

挙管理委員会からの請求書を取りまとめて国（総務省）に提出し、

④国（総務省）は、都道府県の選挙管理委員会を経由して、当該市

区町村の選挙管理委員会に委託費を支払うものであること。

一部の区域で行われる衆議院議員又は参議院議員の補欠選挙や地

方選挙において、複数の選挙が公示・告示から選挙期日までの期間

が重複して行われる場合においては、外部立会人を任命した指定病

院等の所在する市区町村の選挙管理委員会が、実際に不在者投票を

行った選挙人の名簿所在地ごとの人数に応じて、経費を按分し、当

該按分した額を当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会に

請求すること。

３ 不在者投票に係るその他の事項

⑴ 病院及び老人ホーム等の不在者投票施設の指定基準については、

「身体障害者更正援護施設及び保護施設に関する不在者投票施設の指

定基準について（昭和４３年５月１５日付け自治選第２１号）」等に

より、概ね５０人以上の人員を収容することができる規模を有するも

のとしているが、当該基準は、各都道府県選挙管理委員会の判断の一

つの目安として示しているものであり、それを下回る場合であって

も、不在者投票の適正な管理執行が確保できると判断される施設につ

いては、指定できるものであることから、引き続き、地域の実情を踏

まえつつ、適宜適切な運用をされたいこと。
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⑵ 指定病院等の不在者投票管理者に対しては、不在者投票の送致漏

れ、同時に行われる複数の選挙に係る投票用封筒又は投票用紙の交付

誤り等が生じることのないよう十分指導すること。

⑶ 指定病院等における不在者投票の公正な実施が図られるよう、都道

府県の選挙管理委員会及び市区町村の選挙管理委員会が十分に連携を

図り、指定病院等の不在者投票管理者や職員に対する研修会等を定期

的に開催するとともに、各指定病院等において、職員に制度の内容の

周知徹底を図るよう、助言・指導を行うこと。

４ 高齢者、障がい者等の投票環境の向上

高齢者や障がい者を含む有権者の投票機会の確保のため、①投票所に

おける段差の解消や人的介助等のバリアフリー化、②投票所への移動が

困難な有権者のための巡回バスの運行等、③各選挙管理委員会ホームペ

ージへの文字読み上げ機能や文字拡大機能の付加、④点字及び音声によ

る「選挙のお知らせ版の配布」等、様々な方法により、高齢者、障がい

者等の投票環境の向上に引き続き取り組まれたいこと。



「公選法第１１条第３項の規定に基づく選挙権及び被選挙権に関する本籍地市区町村の通知について（昭和３８年３月４日付け自治丙選

発第７号選挙局長通知）」新旧対照表                                （下線の部分は、改正部分。） 

改 正 後 改 正 前 
第一 本籍地市区町村長に対する犯罪等の通知 
 一 公選法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という。）第１

１条第３項の規定により本籍地市区町村長がその市区町村に本籍

を有する者で他の市区町村に住所を有するものについて法第１１

条第１項又は第２５２条の規定により選挙権及び被選挙権を有し

なくなるべき事由が生じたこと又はその事由がなくなつたことを

知つたときは、遅滞なく、その旨を現住所地の市区町村の選挙管理

委員会に通知しなければならないものとなつたが、この場合におい

て「知つたとき」とは、通常次の各号に掲げる通知があつたときを

いうものであること。 
 （１）削除 
 
 
 （２）・（３） 略 

二 一の各号に掲げる通知を選挙権及び被選挙権の停止事由の発生

及び変更並びに消滅にかかるものごとに区分して例示すること、お

おむね次の各号に掲げるとおりであること。 
 （１）選挙権及び被選挙権の停止事由の発生にかかるもの 
   ア 削除 
 

第一 本籍地市区町村長に対する犯罪等の通知 
 一 公選法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という。）第１

１条第３項の規定により本籍地市区町村長がその市区町村に本籍

を有する者で他の市区町村に住所を有するものについて法第１１

条第１項又は第２５２条の規定により選挙権及び被選挙権を有し

なくなるべき事由が生じたこと又はその事由がなくなつたことを

知つたときは、遅滞なく、その旨を現住所地の市区町村の選挙管理

委員会に通知しなければならないものとなつたが、この場合におい

て「知つたとき」とは、通常次の各号に掲げる通知があつたときを

いうものであること。 
 （１）禁治産者については、家事審判規則（昭和２２年最高裁判所規

則第１５号）第２８条及び第２９条の規定に基づく家庭裁判所の

通知 
 （２）・（３） 略 
 二 一の各号に掲げる通知を選挙権及び被選挙権の停止事由の発生

及び変更並びに消滅にかかるものごとに区分して例示すること、お

おむね次の各号に掲げるとおりであること。 
 （１）選挙権及び被選挙権の停止事由の発生にかかるもの 
   ア 禁治産宣告のあつたときの家事審判規則第２８条の規定に

基づく家庭裁判所の通知 

別添 



   イ・ウ 略 
（２） 略 
（３）選挙権及び被選挙権の停止事由の消滅にかかるもの 
  ア 削除 
 
  イ～キ 略 

（中略） 
 
別記様式 

選挙関係失権者名簿 
ふりがな   本 

籍 
 

氏 名    
生年月日 明 大 

昭 平 年   月  日 住 
 

所 

 

職 業  性 
別 男・女  

裁判確定、猶予取消、刑終等 裁判
所名 罪名 刑名、刑期、金額等 備  考 

昭和(平成) 年 月 日確定 
昭和(平成) 年 月 日刑始 

昭和(平成) 年 月 日刑終 
昭和(平成) 年 月 日 
   執行猶予取消決定確定 

 

  懲役（禁錮）   年   月 
罰 金          円 

 

決定 
裁定 未決勾留日数 日通算 

日算入 
懲役刑 
罰金刑（禁錮刑 ）年間執行猶予 
選挙権停止期間  年  月間 
選挙権不停止 
刑の執行免除 

通知内容  通知受理 
年 月 日 

 選管通知 
年 月 日 

 
 

   イ・ウ 略 
 （２） 略 
 （３）選挙権及び被選挙権の停止事由の消滅にかかるもの 
   ア 禁治産宣告の取消しがあつたときの家事審判規則第２９条

の規定に基づく家庭裁判所の通知 
   イ～キ 略 

（中略） 
 

別記様式 
選挙関係失権者名簿 

ふりがな   本 
籍 

 
氏 名    

生年月日 
明 
大    年   月  日 
昭 住 

 
所 

 

職 業  性 
別 男・女  

禁治産 
 
昭和 年 月 日 宣告 

確定 
 

昭和 年 月 日 
 
取消 
確定  

裁判確定、猶予取消、刑終等 裁判
所名 罪名 刑名、刑期、金額等 備  考 

昭和  年 月 日確定 
昭和  年 月 日刑始 
昭和  年 月 日刑終 
昭和  年 月 日 
   執行猶予取消決定確定 
 

  懲役（禁 錮
こ

）   年   月 
罰 金          円 

 

決定 
裁定 未決勾留日数 日通算 

日算入 
懲役刑 
罰金刑（禁 錮

こ

刑）年間執行猶予 
選挙権停止期間  年  月間 
選挙権不停止 
刑の執行免除 

通知内容  通知受理 
年 月 日 

 選管通知 
年 月 日 

 
 

  


